
労働市場の動き（３月内容）
ハローワーク築館管内の求人・求職者の動向

◆３月の有効求人倍率は１.９１倍
◆月間有効求人数は１,７０２人、月間有効求職者数は８８９人
・新規求人数は６３２人と、前月に比べ５．２％の増加となり、前年同月比では１３．１％の増加となりました。
・新規求人は主な産業別では前年同月比で生活関連サービス業・娯楽業が８７．５％、製造業で６９．７％、卸
売・小売業で４８．８％増加した一方で、宿泊業・飲食サービス業が６６．７％、サービス業が２７．７％減少し
ました。
・新規求職申込件数は２４５人と、前月に比べ１７．８％増加し、前年同月比では７．５％減少しました。
・このため、３月の当所管内における雇用失業情勢は、月間有効求人数１，７０２人に対し、月間有効求職者数８
８９人で、有効求人倍率は、１．９１倍となり、先月より０．０２ポイント上昇しました。

月号

２年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 ３年１月 ２月 ３月

有効求職者 971 965 966 987 1,005 1,025 1,022 1,075 1,048 953 925 852 889

有効求人数 1,632 1,502 1,371 1,296 1,326 1,369 1,483 1,537 1,559 1,525 1,556 1,608 1,702

求人倍率 1.68 1.56 1.42 1.31 1.32 1.34 1.45 1.43 1.49 1.60 1.68 1.89 1.91
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築館公共職業安定所 ＴＥＬ 0228－22－2531
栗原市築館薬師２丁目２－１ ＦＡＸ 0228－22－6892
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令和3年4月３０日発行

ハローワークからのお知らせ
○緊急事態宣言を受けた都道府県労働局・労働基準監督署・ハローワークの対応について
新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言が4月23日に発出されまし

た。対象となる都道府県だけでなく全国の労働局・労働基準監督署・ハローワークは原則と
して開庁しますが、利用者のみなさまに来庁いただくことなく、電話による労働相談、電子
申請・郵送での各種届出・申請、インターネットを通じた情報収集が可能です。外出自粛の
要請を踏まえ、感染拡大防止の観点から、積極的な活用をお願いします。詳細は2ページを
ご覧ください。

○緊急事態宣言を受けた雇用調整助成金の特例措置等の対応について
新型コロナウイルス感染症に伴う雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金（以下「雇用調整

助成金等」という）、新型コロナウイルス感染症対応支援金・給付金（以下「休業支援金
等」という）の特例措置に係る5月以降の取り扱いについては、3ページの別紙をご覧くだ
さい。

○令和4年3月新規高等学校卒業者の就職に係る採用選考期日については以下のとおりです
ハローワークによる求人申込の受付開始 6月1日
企業による学校への求人申込及び学校訪問開始 7月1日
学校から企業への生徒の応募書類提出開始 9月5日



緊急事態宣言を受けた 

都道府県労働局、労働基準監督署・ハローワークの対応について 

～相談、届出・申請などは「電話」、「電子申請」・「郵送」をご活用ください～ 

 

 新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言が４月 23日に発出されました。特定都道府県（緊

急事態宣言の対象都道府県）も含め全国の都道府県労働局、労働基準監督署・ハローワークは原則として開庁し

ますが、利用者の皆さまに来庁いただくことなく、電話による労働相談、電子申請・郵送での各種届出・申請、

インターネットを通じた情報収集が可能です。外出自粛の要請を踏まえ、感染拡大防止の観点から、積極的な活

用をお願いします。 

  

 電子申請をする方法については、次項の「参考」をご参照いただくか、最寄りの都道府県労働局労働基準部・

職業安定部、労働基準監督署・ハローワークにお問い合わせください。 

 また、都道府県労働局・労働基準監督署・ハローワークで行う申請・届出等については、一部を除き、事業主

等の押印や署名がなくとも提出ができますので、こうした書類の作成に当たってのテレワークの活用もあわせて

お願いします。 

  

【電話による相談などが可能な主なもの】 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響による労働相談 

・ 解雇、雇止め、配置転換、賃金の引下げ、労災補償などのあらゆる分野の労働相談 

・ ハローワークによる職業紹介 など 

 

【電子申請や郵送による届出・申請などが可能な主な手続き】 

・ 労働基準法に基づく 36協定や就業規則の届出 など 

・ 労働安全衛生法に基づく労働者死傷病報告 など 

・ 労働保険徴収法に基づく届出 など 

・ 労働者災害補償保険法に基づく労災請求 など 

・ 雇用保険法に基づく雇用保険被保険者の資格取得や資格喪失に関する届出 など 

・ ハローワークへの求人申込み 

・ 労働者派遣事業および職業紹介事業の許可の申請 など 

・ 雇用調整助成金の支給申請 

・ 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の支給申請 

  

【郵送による届出・申請が可能な主な手続き】 

・ ハローワークや雇用環境・均等部（室）における各種助成金の申請 など 

  

【インターネットによる情報収集が可能な主なもの】 

・ ハローワークインターネットサービスによる求人情報 

・ 労働者の労働条件、安全や衛生に関する各種情報、FAQ 

   

 ※ これらの主な手続き等の他にも、電子申請や郵送による届け出・申請などが可能な手続きが 

   あります。詳しくは、最寄りの都道府県労働局労働基準部・職業安定部、労働基準監督署・ 

   ハローワークにお問い合わせください。 



緊急事態宣言を受けた雇用調整助成金等・休業支援金等

雇用調整助成金等 休業支援金等

（※１）～４月末 ：緊急事態措置を実施すべき区域（以下「緊急事態措置区域」という）、まん延防
止等重点措置を実施すべき区域（以下「重点措置区域という」）において、知事
による、新型インフルエンザ等対策特別措置法第18条に規定する基本的対処
方針に沿った要請を受けて同法施行令第11条に定める施設における営業時間
の短縮等に協力する事業主（大企業のみ）

５月・６月 ：緊急事態措置区域、重点措置区域において、知事による、新型インフルエンザ
等対策特別措置法第18条に規定する基本的対処方針に沿った要請を受けて
同法施行令第11条に定める施設における営業時間の短縮等に協力する事業
主（各区域における緊急事態措置又は重点措置の実施期間の末日の属する
月の翌月末まで適用）
（重点措置区域については、知事が定める区域・業態に係る事業主が対象）

（※２）生産指標が最近３か月の月平均で前年又は前々年同期比30％以上減少の全国の事業主
（※３）原則的な措置では、令和２年１月２４日以降の解雇等の有無で適用する助成率を判断

地域・業況特例では、令和３年１月８日以降の解雇等の有無で適用する助成率を判断

（※４）大企業はシフト制労働者等のみ対象。
（※５）休業支援金の地域特例の対象は、基本的に雇用調整助成金と同じ（左記※１）。

なお、上限額については月単位での適用とする。
（例：５月10日から５月24日までまん延防止等重点措置

→５月１日から６月30日（解除月の翌月末）までの休業が地域特例の対象）

～４月末 ５月・６月

中
小
企
業

原則的な措置
【全国】

4/5（10/10）
15,000円

4/5（9/10）
13,500円

地域特例
（※１）

－
4/5（10/10）
15,000円

業況特例（※２）

【全国】
－

4/5（10/10）
15,000円

大
企
業

原則的な措置
【全国】

2/3（3/4）
15,000円

2/3（3/4）
13,500円

地域特例
（※１）

4/5（10/10）
15,000円

4/5（10/10）
15,000円

業況特例（※２）

【全国】
4/5（10/10）
15,000円

4/5（10/10）
15,000円

～４月末 ５月・６月

中
小
企
業

原則的な措置
【全国】

８割

11,000円

８割

9,900円

地域特例（※５） －
８割

11,000円

大
企
業
（※

４
）

原則的な措置
【全国】

８割

11,000円

８割

9,900円

地域特例（※５） －
８割

11,000円

（括弧書きの助成率は解雇等を行わない場合）（※３）

別紙



資格喪失者数

月末現在被保険者数

雇用保険適用状況

（パートタイムを含む）

紹介件数

就職件数

紹　介

関　係

就　職

関　係

うち常用

うち常用 116

▲ 5.5

5.6

38.1 ▲ 0.9

131

▲ 6.5

44.0

257

▲ 0.6173

前月比（％） 前年同月比（％）

5.8

当　　月

うち常用

632 5.2

590 1.0

1,627 5.4

13.1

285

▲ 3.2

3.5

7.1

4.31,702 5.8

10.9 0.4

被保険者関係

項　　　　目

資格取得者数

一般職業紹介状況

項　　目

求
人
関
係

新規求人数

うち常用

有効求人数

うち４５歳以上

当　月

134
求
職
関
係

新規求職者数 245

有効求職者数 889

508

うち４５歳以上

0.0 ▲ 1.0

156 5.4 ▲ 41.8

17,606

前月比（％）

17.8

2.4

（パートタイムを含む）

前年同月比（％）

4.3

▲ 7.5

19.6

▲ 8.4

▲ 1.5

雇用の動き（３月内容）

２年３

月
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

３年１

月
２月 ３月

取得者数 174 529 292 166 178 123 176 169 189 128 148 185 173

喪失者数 268 557 218 153 233 253 170 230 162 134 219 148 156

月末現在被保険者数 17,784 17,766 17,840 17,898 17,830 17,698 17,714 17,646 17,679 17,635 17,560 17,599 17,606
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